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決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和５年度東広島市公営企業会

計の決算について、審査を終了したので、次のとおり意見を提出する。 
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（注） 

１ 金額の表示及び端数処理は、次のとおりである。なお、端数処理により、合計と内訳の計が一致しな
いことがある｡ 
(1) 文中の金額は、原則として万円単位で表示し、単位未満の値を四捨五入した。 
(2) 表中の金額は、円単位又は千円単位で表示し、千円単位の場合は、原則として単位未満の値を四

捨五入した。 
(3) グラフ中の金額は、億円単位で表示し、単位未満の値を四捨五入した。 

２ 比率（％）は、原則として小数点第 1 位の値まで表示し、単位未満の値を四捨五入した｡ 
ただし、構成比率は、合計が 100％となるよう内訳の比率を調整した。 

３ 上記以外の数値は、原則として表示する単位未満の値を四捨五入した。 
４ 文中のポイントとは、パーセンテージ間又は指数間の単純差引数値である｡ 
５ 下水道事業における法適用団体の値は、令和４年度における全国の下水道事業（法適用・未供用を除

く）2,181 事業の平均値である。 
６ 符号等の用法は次のとおりである。 

「△」 ······················· 負数 
「0」「0.0」 ·············· 該当数値がないもの又は該当数値はあるが、表示未満のもの 
「−」 ······················· 該当項目がないもの又は算出不能なもの 

 

 

 



令和５年度東広島市公営企業会計決算審査意見 

 

第１ 審査の対象 

令和５年度 東広島市下水道事業会計決算 

 

上記会計の決算に関する証書類、事業報告書、収益費用明細書、固定資産明細書、 

企業債明細書及びキャッシュ・フロー計算書 

 

第２ 審査の期間 

令和６年７月８日から令和６年９月６日まで 

 

第３ 審査の着眼点 

上記事業会計決算書及びその附属書類が、法令に適合して作成されているか、計数が正
確であるか、かつ、経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。 

 

第４ 審査の実施内容 

市⻑から送付された上記事業会計決算書の内容を関係諸帳簿及び証書類等と照合し、経
営成績及び財政状態について年度比較により事業の推移の把握、分析等を行うことによっ
て審査した。また、必要に応じて関係職員から説明を聴取した。 

なお、審査は東広島市監査委員監査基準に準拠して実施した。 

 

第５ 審査の結果 

第１から第４に掲げる事項のとおり審査した限りにおいて、上記事業会計決算書及びそ
の附属書類は、いずれも法令に適合して作成されており、かつ、それらの計数は関係諸帳
簿等と符合し、正確であるとともに、経営成績及び財政状態をおおむね適正に表示してい
ることを認めた。 

決算の状況及び審査意見は、次のとおりである｡ 
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下 水 道 事 業 会 計 

１ 業務状況 
当年度末における下水道事業全体の処理区域内人口は 9 万 1,626 人、水洗便所設置済人口

は 8 万 8,993 人で、人口普及率は 48.3％、水洗化率は 97.1％である。 
これらを前年度と比較すると、処理区域内人口が 489 人（0.5％）、水洗便所設置済人口

が 1,179 人（1.3％）それぞれ増加し、人口普及率が 0.3 ポイント、水洗化率が 0.7 ポイント
それぞれ向上している。 

当年度における年間汚水処理水量は 1,842 万 1,116 ㎥、年間有収水量は 1,691 万 6,002 ㎥、
有収率は 91.8％である。 

これらを前年度と比較すると、年間汚水処理水量が 10 万 9,894 ㎥（0.6％）増加し、年間
有収水量が 33 万 2,894 ㎥（△1.9％）減少し、有収率は 2.4 ポイント低下している。 

セグメント別にみると、公共下水道事業では、処理区域内人口及び水洗便所設置済人口が
前年度よりそれぞれ増加しているのに対し、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水
事業では、処理区域内人口及び水洗便所設置済人口ともに減少している。有収率については、
全ての事業において低下している。 

業務状況及び過去５か年の年間汚水処理水量等の推移は、次表のとおりである。 
 

業務状況 
【事業全体】

増減 増減率（％）

行政区域内人口 A 人 189,550 189,735 △ 185 △ 0.1

処理区域内人口 B 人 91,626 91,137 489 0.5

水洗便所設置済人口 C 人 88,993 87,814 1,179 1.3

人口普及率 B/A ％ 48.3 48.0 0.3 −

水洗化率 C/B ％ 97.1 96.4 0.7 −

年間汚水処理水量 D ㎥ 18,421,116 18,311,222 109,894 0.6

年間有収水量 E ㎥ 16,916,002 17,248,896 △ 332,894 △ 1.9

有収率 E/D ％ 91.8 94.2 △ 2.4 −

令和５年度 令和４年度単位区分
対前年度
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【セグメント別】

令和５年度 対前年度増減 令和５年度 対前年度増減

行政区域内人口 A 人 189,550 △ 185 189,550 △ 185

処理区域内人口 B 人 87,812 629 1,386 △ 117

水洗便所設置済人口 C 人 85,556 1,222 1,207 △ 18

人口普及率 B/A ％ 46.3 0.4 0.7 △ 0.1

水洗化率 C/B ％ 97.4 0.7 87.1 5.6

年間汚水処理水量 D ㎥ 17,897,996 83,908 191,863 △ 1,412

年間有収水量 E ㎥ 16,518,368 △ 330,838 157,313 △ 1,237

有収率 E/D ％ 92.3 △ 2.3 82.0 0.0

令和５年度 対前年度増減 令和５年度 対前年度増減

行政区域内人口 A 人 189,550 △ 185 − −

処理区域内人口 B 人 2,428 △ 23 − −

水洗便所設置済人口 C 人 2,230 △ 25 − −

人口普及率 B/A ％ 1.3 0.0 − −

水洗化率 C/B ％ 91.8 △ 0.2 − −

年間汚水処理水量 D ㎥ 302,123 25,224 29,134 2,174

年間有収水量 E ㎥ 203,727 △ 2,241 36,594 1,422

有収率 E/D ％ 67.4 △ 7.0 125.6 △ 4.9

農業集落排水 産業団地汚水処理施設

公共下水道 特定環境保全公共下水道
区分 単位

区分 単位

 
（注）１ セグメント別とは、下水道の種類別にしたものである。 

２ 人口は各年度末日のものである。 
３ 年間汚水処理水量には、広島県沼田川流域下水道処理分を含む。 
４ 産業団地汚水処理施設事業については、人口による指標はない。 
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年間汚水処理水量、年間有収水量、有収率の推移 
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２ 予算の執行状況（消費税及び地方消費税を含む。） 

（１）収益的収入及び支出［下水道資料１参照］ 
収益的収支の予算の執行状況についてみると、収入では予算額 55 億 9,466 万円に対し、

決算額は 52 億 7,191 万円（対予算収入率 94.2％）で、予算額を 3 億 2,274 万円下回ってい
る。 

支出では予算額 52 億 5,886 万円に対し、決算額は 50 億 2,684 万円（対予算執行率 95.6％）
で、営業費用の翌年度繰越額 1 億 3,200 万円を除いた不用額 1 億 2 万円が生じている。 

営業費用の翌年度繰越額 1 億 3,200 万円の主なものは、江熊 2 号汚水幹線建設及び寺家中
央線道路改良工事で、想定と異なる土質及び地下埋設物の発現による工法の変更に不測の日
数を要したことによるものである。 

 

（２）資本的収入及び支出［下水道資料２参照］ 
資本的収支の予算の執行状況についてみると、収入では予算額 64 億 3,091 万円に対し、

決算額は 34 億 3,516 万円（対予算収入率 53.4％）で、予算額を 29 億 9,575 万円下回って 
いる。 

支出では予算額 82 億 9,337 万円に対し、決算額は 46 億 7,356 万円（対予算執行率 56.4％）
で、建設改良費の翌年度繰越額 33 億 5,982 万円を除いた不用額 2 億 5,999 万円が生じてい
る。 

建設改良費の翌年度繰越額 33 億 5,982 万円の主なものは、東広島浄化センター建設工事
委託（10 池高度処理化）と江熊 2 号汚水幹線建設及び寺家中央線道路改良工事で、資材の
入荷が不安定だったことや工法を変更したことにより不測の日数を要したこと等によるも
のである。 

なお、繰越額が前年度と比較し、13 億 8,123 万円増加しているが、これは主に企業債の借
入方法が変更となったことに伴い、翌年度繰越の対象が拡大しことによるものである。 

また、資本的収入 28 億 9,500 万円（翌年度以降の支出の財源に充当する額５億 4,016 万
円を除く）が、資本的支出 46 億 7,356 万円に対し不足する額 17 億 7,856 万円は、過年度分
損益勘定留保資金 5 億 4,366 万円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 1 億
927 万円、当年度分損益勘定留保資金 11 億 2,563 万円で補てんしている。 

 

（３）一時借入金 
予算に定められた一時借入金の限度額は、20 億円である。一時的な資金不足を補うため、

一般会計から合計 5 億円の一時繰替を行い、全て年度内に償還している。 
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（４）議会の議決を経なければ流用できない経費 
職員給与費は、議会の議決を経なければ流用できない経費とされている。執行状況は次表

のとおりであり、流用はされていない。 
 

（単位：千円、％）
区分 議決額 流用額 決算額 執行率

職員給与費 496,703 0 485,898 97.8  
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３ 経営成績 

（１）経営成績の概要 
当年度は、総収益 49 億 3,000 万円に対し、総費用が 47 億 9,419 万円で、１億 3,581 万円

の純利益が生じている。 
これらを前年度と比較すると、総収益は 2,325 万円（△0.5％）減少し、総費用は２億 2,436

万円（4.9％）増加している。このうち営業損益については、営業収益 36 億 624 万円に対し、
営業費用が 43 億 4,799 万円で、営業損失７億 4,175 万円が生じている。 

営業外損益については、営業外収益 13 億 2,341 万円に対し、営業外費用が 4 億 4,298 万
円で、営業外利益 8 億 8,043 万円が生じている。 

その結果、１億 3,868 万円の経常利益が発生している。  
なお、当年度純利益１億 3,581 万円と前年度繰越利益剰余金９億 8,635 万円を合わせた当

年度未処分利益剰余金は 11 億 2,216 万円であり、全額を減債積立金として積み立てること
にしている。 

経営成績は、次表のとおりである。 

経営成績 
（単位：円、％）

増減額 増減率
営業収益 A 3,606,240,149 3,659,128,033 △ 52,887,884 △ 1.4
営業費用 B 4,347,985,227 4,139,857,469 208,127,758 5.0
営業利益（△営業損失） C=A-B △ 741,745,078 △ 480,729,436 △ 261,015,642 △ 54.3
営業外収益 D 1,323,405,662 1,290,371,543 33,034,119 2.6
営業外費用 E 442,976,303 427,764,200 15,212,103 3.6
営業外利益 F=D-E 880,429,359 862,607,343 17,822,016 2.1

経常利益 G=C+F 138,684,281 381,877,907 △ 243,193,626 △ 63.7

特別利益 H 352,617 3,747,407 △ 3,394,790 △ 90.6
特別損失 I 3,229,759 2,212,482 1,017,277 46.0
総収益 J=A+D+H 4,929,998,428 4,953,246,983 △ 23,248,555 △ 0.5
総費用 K=B+E+I 4,794,191,289 4,569,834,151 224,357,138 4.9

当年度純利益 L=J-K 135,807,139 383,412,832 △ 247,605,693 △ 64.6

前年度繰越利益剰余金 M 986,351,411 622,938,579 363,412,832 58.3
その他未処分利益剰余金
変動額

N 0 0 0 −

当年度未処分利益剰余金 O=L+M+N 1,122,158,550 1,006,351,411 115,807,139 11.5

区分 令和５年度 令和４年度
対前年度
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経営成績の推移 

 
 

（２）収益［下水道資料３参照］ 
総収益 49 億 3,000 万円の内訳は、営業収益 36 億 624 万円、営業外収益 13 億 2,341 万円、

特別利益 35 万円である。これらを前年度と比較すると、営業収益が 5,289 万円（△1.4％）
減少し、営業外収益が 3,303 万円（2.6％）増加し、特別利益が 339 万円（△90.6％）減少
している。 

営業収益の減少は、主に年間有収水量の減により下水道使用料が 8,323 万円（△2.4％）
減少したことによるものである。 

営業外収益の増加は、主に減価償却に伴う収益化額の増により⻑期前受金戻入が 3,303 万
円（3.2％）増加したことによるものである。 

特別利益の減少は、主に退職給付引当金戻入益の皆減によりその他特別利益が 339 万円
（△90.6％）減少したことによるものである。 

 

（３）費用［下水道資料３参照］ 
総費用 47 億 9,419 万円の内訳は、営業費用が 43 億 4,799 万円、営業外費用が 4 億 4,298

万円、特別損失 323 万円である。これらを前年度と比較すると、営業費用が２億 813 万円
（5.0％）、営業外費用が 1,521 万円（3.6％）、特別損失が 102 万円（46.0％）それぞれ増
加している。 

営業費用の増加は、主に有形固定資産減価償却費の増により減価償却費が１億 1,393 万円
（4.9％）、薬品費の増により処理場費が 5,384 万円（4.5％）それぞれ増加したことによる
ものである。 
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営業外費用の増加は、主に企業債の償還に係る支払利息及び企業債取扱諸費が 1,138 万円
（2.7％）増加したことによるものである。 

特別損失の増加は、主に過年度下水道使用料還付等の増により過年度損益修正損が 67 万
円（33.4％）増加したことによるものである。 

 

（４）汚水処理原価及び経費回収率 
当年度における汚水処理原価及び経費回収率をセグメント別にみると、汚水処理原価は公

共下水道事業 191 円、特定環境保全公共下水道事業 442 円、農業集落排水事業 555 円、産
業団地汚水処理施設事業 815 円で、経費回収率は公共下水道事業 104.7％、特定環境保全公
共下水道事業 40.9％、農業集落排水事業 40.3％、産業団地汚水処理施設事業 55.9％である。 

使用料収入の妥当性を示す経費回収率をみると、公共下水道事業以外の事業では、使用料
収入で汚水処理費を賄えていない。 

セグメント別の汚水処理原価及び経費回収率の状況は、次表のとおりである。 

汚水処理原価及び経費回収率の状況 

汚水処理費 A 千円 3,155,568 69,480 113,024 29,813
年間有収水量 B ㎥ 16,518,368 157,313 203,727 36,594
使用料収入 C 千円 3,302,583 28,411 45,572 16,671
汚水処理原価 A/B 円／㎥ 191 442 555 815
経費回収率 C/A ％ 104.7 40.9 40.3 55.9

公共下水道 農業集落排水
産業団地

汚水処理施設
単位区分

特定環境保全
公共下水道

 
（参考）汚水処理費＝汚水処理に要する維持管理費＋資本費 
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経費回収率の推移 

 
 

（５）経営分析［下水道資料５参照］ 

ア 収益性について 
投下資本に対する収益性を示す経営資本営業利益率は△1.0％で、前年度より 0.3 ポイント、

自己資本利益率は 0.3％で、前年度より 0.5 ポイントそれぞれ低下している。投下資本の回
収状況を示す経営資本回転率は 0.05 回で、前年度と同じである。 

経営の健全性を示す営業利益対営業収益比率は△20.6％で、前年度より 7.5 ポイント、営
業収益対営業費用比率は 82.9％で、前年度より 5.5 ポイント、経常収支比率は 102.9％で、
前年度より 5.5 ポイントそれぞれ低下している。 

 

イ 経営効率性について 
資金の回収状況を示す営業未収金回転率は 5.3 回で、前年度と同じである。 
職員給与費から生産性をみると、総費用に占める職員給与費の割合は 6.3％で、前年度よ

り 0.6 ポイント、職員給与費対営業収益比率は 8.4％で、前年度より 1.2 ポイントそれぞれ
増加している。 
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４ 財政状態 
当年度末の資産は 800 億 1,088 万円、負債は 642 億 909 万円、資本は 158 億 180 万円である。 

 

（１）資産［下水道資料４参照］ 
当年度末の資産 800 億 1,088 万円を前年度と比較すると 6 億 9,321 万円（0.9％）増加し

ている。 
資産の内訳は、固定資産が 760 億 8,387 万円、流動資産が 39 億 2,702 万円である。 
これらを前年度と比較すると、固定資産が 3 億 1,465 万円（0.4％）、流動資産が 3 億 7,856

万円（10.7％）それぞれ増加している。 
固定資産の増加は、主に構築物や機械及び装置の取得により有形固定資産が 3 億 4,036 万

円（0.5％）増加したことによるものである。 
流動資産の増加は、主に前払金が 12 億 5,172 万円（皆増）増加したことによるものであ

る。 
当年度末における未収金は 9 億 3,804 万円で、主な内訳は下水道使用料 6 億 3,874 万円、

国、県及び市からの補助金等 2 億 7,231 万円、受益者負担金・分担金 2,602 万円である。 
当年度の下水道使用料の収納率は 85.4％で、前年度と同値である。受益者負担金・分担金

の収納率は 69.8％で、前年度より 8.8 ポイント向上している。 
なお、未収金のうち、下水道使用料 6 億 3,874 万円については、使用料徴収業務の委託先

である広島県水道広域連合企業団から５月末日までに 6 億 2,356 万円を収納し、国、県及び
市からの補助金等 2 億 7,231 万円については、市の会計における出納閉鎖期日までに全額が
支払われている。 

下水道使用料等における主な未収金等の状況は、次表のとおりである。 
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未収金等の状況 
【下水道使用料】 （単位：円、％）

前年度繰越額
（当年度調定額）

当年度収入額 過年度修正損 収納率

A B C B/(A-C)

現年度分 3,732,480,252 3,099,644,192 3,850 0 632,832,210 83.0 83.0

過年度分 655,594,764 649,038,079 584,576 65,780 5,906,329 99.0 98.9

R4 648,871,225 648,087,760 46,005 65,780 671,680 99.9

R3 584,090 154,538 41,565 387,987 26.5

R2 515,180 133,844 16,707 364,629 26.0

R1 776,102 72,290 26,150 677,662 9.3

H30 381,357 16,819 284,996 79,542 4.4

H29以前 4,466,810 572,828 169,153 3,724,829 12.8

合計 4,388,075,016 3,748,682,271 588,426 65,780 638,738,539 85.4 85.4

【受益者負担金・分担金】 （単位：円、％）
前年度繰越額

（当年度調定額）
当年度収入額 過年度修正損 収納率

A B C B/(A-C)

現年度分 61,016,900 45,175,200 0 0 15,841,700 74.0 61.3

過年度分 20,077,200 11,427,950 159,000 0 8,490,250 56.9 60.3

R4 14,173,100 10,497,450 0 0 3,675,650 74.1

R3 1,192,400 197,700 0 0 994,700 16.6

R2 1,154,700 124,100 0 0 1,030,600 10.7

R1 594,900 56,700 0 0 538,200 9.5

H30 130,900 0 87,600 0 43,300 0.0

H29以前 2,831,200 552,000 71,400 0 2,207,800 19.5

合計 81,094,100 56,603,150 159,000 0 24,331,950 69.8 61.0

区分

区分

不納欠損額 当年度末残高

当年度末残高
前年度
収納率

前年度
収納率

不納欠損額

 
 

（２）負債［下水道資料４参照］ 
当年度末の負債は 642 億 909 万円で、前年度と比較すると 4 億 4,710 万円（0.7％）増加

している。 
負債の内訳は、固定負債が 289 億 3,600 万円、流動負債が 31 億 7,432 万円、繰延収益が

320 億 9,876 万円である。 
これらを前年度と比較すると、固定負債が 3,235 万円（0.1％）、繰延収益が 5 億 6,410

万円（1.8％）それぞれ増加し、流動負債は 1 億 4,935 万円（△4.5％）減少している。 
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固定負債の増加は、主に退職給付引当金が 4,077 万円（12.5％）増加したことによるもの
である。 

流動負債の減少は、営業未払金及び営業外未払金が増加したものの、建設改良未払金が減
少したことにより、未払金が 1 億 6,590 万円（△10.5％）減少したことによるものである。 

 

（３）資本［下水道資料４参照］ 
当年度末の資本は 158 億 180 万円で、前年度と比較すると 2 億 4,611 万円（1.6％）増加

している。 
資本の内訳は、資本金が 140 億 2,605 万円、剰余金が 17 億 7,574 万円である。 
これらを前年度と比較すると、資本金が 1 億 1,030 万円（0.8％）、剰余金が 1 億 3,581

万円（8.3％）それぞれ増加している。 
資本金の増加は、一般会計出資金の受入れによるものである。 
剰余金の増加は、当年度純利益によるものである。 
 

（４）キャッシュ・フロー［下水道資料６参照］ 
業務活動によるキャッシュ・フローは 19 億 2,739 万円で、前年度末と比較すると 8,722

万円（4.7％）増加している。投資活動によるキャッシュ・フローは△30 億 5,506 万円で、
前年度末と比較すると 16 億 6,509 万円（35.3％）増加している。財務活動によるキャッシ
ュ・フローは 2 億 9,409 万円で、前年度末と比較すると 12 億 2,317 万円（△80.6％）減少
している。 

これらの結果、資金は前年度末に比べ 8 億 3,358 万円（△32.4%）減少し、資金期末残高
は 17 億 3,773 万円となっている。 

キャッシュ・フローの状況は、次表のとおりである。 

キャッシュ・フローの状況 
（単位：円、％）

増減額 増減率

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 1,927,391,480 1,840,169,916 87,221,564 4.7

2 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,055,055,373 △ 4,720,148,251 1,665,092,878 35.3

3 財務活動によるキャッシュ・フロー 294,088,189 1,517,259,353 △ 1,223,171,164 △ 80.6

資金増減額 △ 833,575,704 △ 1,362,718,982 529,143,278 38.8

資金期首残高 2,571,307,242 3,934,026,224 △ 1,362,718,982 △ 34.6

資金期末残高 1,737,731,538 2,571,307,242 △ 833,575,704 △ 32.4

区分 令和５年度 令和４年度
対前年度
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（５）財務分析［下水道資料５参照］ 
財政状況を表す分析比率は、投下された資本の固定化の程度を示す固定資産構成比率が

95.1％で、前年度より 0.4 ポイント向上している。これは、総資産の増加率が固定資産の増
加率を上回り、総資産に占める固定資産の割合が減少したことによるものである。 

他人資本が総資本に占める割合を示す固定負債構成比率は 36.2％で、前年度より 0.2 ポイ
ント向上している。これは、総資本の増加率が固定負債の増加率を上回り、総資本に占める
固定負債の割合が減少したことによるものである。 

資本の安定性を示す自己資本構成比率は 59.9％で、前年度より 0.5 ポイント向上している。
これは、自己資本の増加率が総資本の増加率を上回り、総資本に占める自己資本の割合が増
加したことによるものである。 

固定資産に対する⻑期資本の投下状況を示す固定⻑期適合率は 99.0％で、前年度より 0.7
ポイント向上している。これは、⻑期資本の増加率が固定資産の増加率を上回り、⻑期資本
に対する固定資産の割合が減少したことによるものである。 

支払能力を示す流動比率は 123.7％で、前年度より 16.9 ポイント向上している。これは、
流動負債が減少し流動資産が増加したことから、流動負債に対する流動資産の割合が増加し
たことによるものである。 
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５ 建設投資 

（１）建設改良事業（消費税及び地方消費税を含む。） 
建設改良事業は、事業費総額が 29 億 7,791 万円で、前年度と比較すると 31 億 1,397 万円

（△51.1％）減少している。 
建設改良事業費の減少は、主にポンプ場建設事業費が 1 億 7,369 万円（86.1％）増加した

ものの、処理場建設事業費が 30 億 7,885 万円（△87.4％）、管渠建設事業費が 1 億 5,880
万円（△7.0％）、流域下水道整備費が 5,689 万円（△95.1％）それぞれ減少したことによる
ものである。 

主な建設改良事業は、処理場建設事業の東広島浄化センター建設工事委託、管渠建設事業
の吉川 2 号汚水幹線建設工事（東０３−１）である。 

建設改良事業の状況は、次表のとおりである。 

建設改良事業の状況 
（単位：円、％）

増減額 増減率

管渠建設事業費 2,104,660,448 2,263,464,801 △ 158,804,353 △ 7.0

ポンプ場建設事業費 375,373,209 201,684,764 173,688,445 86.1

処理場建設事業費 444,453,000 3,523,304,500 △ 3,078,851,500 △ 87.4

流域下水道整備費 2,946,441 59,831,747 △ 56,885,306 △ 95.1

受益者負担金・分担金徴収業務費 9,575,892 5,720,509 3,855,383 67.4

固定資産購入費 40,905,920 37,876,980 3,028,940 8.0

合計 2,977,914,910 6,091,883,301 △ 3,113,968,391 △ 51.1

区分 令和５年度 令和４年度
対前年度
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（２）企業債 
企業債については、前頁の建設改良事業の財源として 16 億 3,520 万円を借り入れ、16 億

9,381 万円の元金の償還及び 4 億 3,068 万円の利息の支払を行っている。 
その結果、当年度末の未償還残高は 302 億 1,282 万円となり、前年度末と比較すると 5,861

万円（△0.2％）減少している。 
企業債の借入れ等の状況は、次表のとおりである。 

企業債の借入れ等の状況 
（単位：円、％）

増減額 増減率

借入額 1,635,200,000 3,092,400,000 △ 1,457,200,000 △ 47.1

元利償還金 2,124,492,712 2,086,803,602 37,689,110 1.8

元金 1,693,812,795 1,668,147,443 25,665,352 1.5

利息 430,679,917 418,656,159 12,023,758 2.9

未償還残高 30,212,820,471 30,271,433,266 △ 58,612,795 △ 0.2

令和５年度 令和４年度
対前年度

区分

 
 

企業債の借入等の推移 
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６ むすび 
本市の下水道事業は、汚水の適正処理による公共用水域の水質保全及び市街地における浸

水対策による自然災害の未然防止を目的とし、「下水道事業経営戦略」「下水道未普及解消
整備計画」「ストックマネジメント計画」「雨水管理総合計画」に基づき、計画的に進めら
れている。 

当年度においても、下水道サービスを安定的に提供していくため、経営基盤の強化と財政
マネジメントの向上を目的とし、「下水道経営の健全化」「計画的、効率的な施設の建設と
更新」「災害に強い下水道の構築」の 3 つの柱を基本として、施設の適切な維持管理、下水
道使用料等の滞納整理のほか、汚水・雨水の管渠・幹線建設工事、ポンプ場の⻑寿命化工事、
東広島浄化センターの増設・改築工事等が実施された。 

決算全体を通して、特筆すべき意見は、次のとおりである。 
 

（１）業務状況 
   当年度末の公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業含む。）と農業集落排水事業を

合わせた処理区域面積は、約 2,379 ヘクタールで、前年度より約 13 ヘクタール（0.5％）拡
大した。また、人口普及率は 48.3％で、前年度より 0.3 ポイント向上した。 

 下水道事業全体の年間汚水処理水量は 1,842 万 1,116 ㎥で前年度より 10 万 9,894 ㎥（0.6％）
増加したが、年間有収水量は前年度より 33 万 2,894 ㎥（1.9％）減少したため、有収率は 91.8％
となり、前年度（94.2％）より 2.4 ポイント低下した。これは主に、前年度に比べ降水量が
多く、下水道管への不明水の流入量が増加したことによるものである。 

なお、事業全体のほとんどを占める公共下水道事業の有収率は 92.3％で、全国（81.2％）
や類似団体（84.1％）と比較して高い水準にある。 

有収率の改善は汚水処理経費の抑制及び安定的な下水道事業の運営に直結するものであ
ることから、引き続き不明水対策を適切に講じながら、更なる有収率の向上に努めていただ
きたい。 

 

（２）経営状況 
当年度の経営状況は、総収益 49 億 3,000 万円に対し、総費用は 47 億 9,419 万円で 1 億

3,581 万円の純利益を計上したが、前年度より 2 億 4,761 万円減少している。これは主に、
下水道使用料の減により営業収益が減少したこと、また、減価償却費等の増により営業費用
が増加したことによるものである。 

経営の健全性を示す経常収支比率は 102.9％で前年度より 5.5 ポイント減、また使用料収
入の妥当性を示す経費回収率は 100.8％で前年度より 8.0 ポイント減となっている。いずれ
の指標も健全経営の水準とされる 100％を上回っているものの、前年度よりも大きく低下し
ている。 
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営業収益は、近年、下水道使用料の増により増加傾向で推移してきたが、大口排水事業者
の排水量抑制などにより、令和４年度から減少傾向に転じている。一方、営業費用は、令和
元年度以降増加傾向にあり、当年度は施設の維持管理費や減価償却費の増により、前年度よ
り２億 813 万円の大幅な増となっている。加えて、未普及地域解消や処理場の改造といった
建設改良工事が今後も控えていることから、当年度末で 302 億 1,282 万円を有する企業債残
高の、更なる増加も見込まれる。 

こうした状況を踏まえ、未接続者への普及啓発や滞納金の徴収強化など使用料収入確保の
取組みを着実に進めるとともに、令和 5 年度・令和 6 年度の２か年で策定する「第 2 期スト
ックマネジメント計画」に基づく下水道施設の計画的・効率的な整備や、維持管理費の抑制
など施設管理の最適化に努め、引き続き、経営基盤の強化に取り組んでいただきたい。 

 

（３）下水道の施設整備 
公共下水道と特定環境保全公共下水道を合わせた下水道処理の令和 5 年度末時点の人口

普及率は 47.1％で、前年度（46.7％）より 0.4 ポイント向上している。 

これに農業集落排水と合併処理浄化槽等を加えた令和 4 年度末時点の汚水処理人口普及
率は 88.8％となっており、全国（92.9％）や広島県（90.3％）と比べると依然としてやや低
い状況となっているものの、その差は小さくなってきている。 

本市では、下水道汚水処理施設の早期概成を達成するため、「下水道未普及解消整備計画」
を策定しているが、平成 30 年 7 月豪雨災害の発生などにより、計画に対する実際の進捗に
遅れが生じたことから、当年度において本計画の改定を行った。 

改定後の計画では、各地区で予定している必要工事を平準化し、計画的に実施していくこ
とで、令和 17 年度までに市街化区域・用途地域の公共下水道整備を完了することとしてお
り、目標年次内の達成に向けて、計画的、効率的に整備を進めていただきたい。 

 

（４）未収金対策 
当年度の下水道使用料の収納率は 85.4％で、前年度と同様であった。 

下水道使用料は事業収益の根幹であり、事業経営の安定性の確保、また受益者負担の公平
性の面からも未収金対策は重要である。 

令和４年度から、強制徴収公債権にかかる収納対策チームが設置され、下水道使用料につ
いても対象債権として取り扱われている。徴収困難事案等については、組織的な対応を図る
など、引き続き、厳正な債権管理に努めていただきたい。 

 

（５）今後の下水道事業について 
本市の下水道事業においては、大口排水事業者による排水量が使用料収入の大半を占めて 
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いるが、当年度は排水量の抑制等により使用水量が減少し、下水道使用料が減少した。しか
しながら、当該事業者については、数千億円規模の大型投資が予定されているとともに、新
たな産業団地の整備も計画されている。本市下水道事業を展開していくうえで、こうした動
向が、今後の排出水量や施設整備にもたらす影響について、引き続き、注視していく必要が
ある。今後とも、定期的に連絡・協議を行うなど緊密な連携を図りながら事業を進めていた
だきたい。 

 

最後に、公共下水道は、安全で快適な生活環境の実現と公共用水域の水質保全を図るもの
であり、市⺠生活を行う上で⽋かすことのできない重要な都市基盤施設の一つである。 

本市では、将来にわたって安定的かつ持続的に下水道サービス事業を継続していくために
「下水道事業経営戦略」を策定しているが、今年度、本計画の改定を予定しており、現在作
業が進められている。 

中⻑期的視点に立った計画的な事業実施及び中期財政運営方針との整合・調整を図りなが
ら、将来にわたって安定した下水道サービスが提供できる運営基盤の確立に努められるよう、
要望するものである。 
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資料６ キャッシュ・フロー計算書年度比較表
（単位：円、％）

増減額 増減率
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益 135,807,139 383,412,832 471,615,322 △ 247,605,693 △ 64.6

減価償却費 2,452,380,738 2,338,453,443 2,350,735,929 113,927,295 4.9

貸倒引当金の増減額 △ 7,211 121,743 199,624 △ 128,954 △ 105.9

退職給付引当金の増減額 40,773,000 54,000 25,811,000 40,719,000 75,405.6

その他引当金の増減額 385,000 6,925,000 15,763,000 △ 6,540,000 △ 94.4

⻑期前受金戻⼊額 △ 1,078,736,883 △ 1,045,709,620 △ 1,014,493,711 △ 33,027,263 △ 3.2

支払利息 430,816,903 419,432,049 432,647,193 11,384,854 2.7

有形固定資産除却費 61,192,835 112,502,996 75,286,026 △ 51,310,161 △ 45.6

未収金の増減額 69,653,707 △ 25,734,825 △ 79,345,743 95,388,532 370.7

未払金の増減額 136,112,344 37,915,031 △ 79,839,860 98,197,313 259.0

前払金の増減額 0 44,955,900 △ 39,201,106 △ 44,955,900 △ 100.0

預り金の増減額 13,589,524 △ 12,642,414 △ 306,974 26,231,938 207.5

前受金の増減額 48,201,694 △ 84,170 △ 84,146 48,285,864 57,367.1

 小計 2,310,168,790 2,259,601,965 2,158,786,554 50,566,825 2.2

利息の支払額 △ 382,777,310 △ 419,432,049 △ 432,647,193 36,654,739 8.7

1,927,391,480 1,840,169,916 1,726,139,361 87,221,564 4.7

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 有形固定資産の取得による支出 △ 4,577,728,378 △ 7,321,048,981 △ 2,433,284,935 2,743,320,603 37.5

 無形固定資産の取得による支出 △ 2,678,584 △ 59,132,498 △ 44,849,715 56,453,914 95.5

 国庫補助金等による収⼊ 1,428,622,852 2,518,462,729 2,592,805,911 △ 1,089,839,877 △ 43.3

 水洗便所改造資金の貸付による支出 △ 1,830,000 △ 330,000 △ 5,940,000 △ 1,500,000 △ 454.5

 水洗便所改造資金貸付金の回収による収⼊ 6,138,013 6,082,800 6,162,300 55,213 0.9

 負担金等による収⼊ 92,420,724 135,817,699 121,096,620 △ 43,396,975 △ 32.0

△ 3,055,055,373 △ 4,720,148,251 235,990,181 1,665,092,878 35.3

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収⼊

1,635,200,000 3,092,400,000 2,894,800,000 △ 1,457,200,000 △ 47.1

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出

△ 1,438,504,647 △ 1,667,105,871 △ 1,726,511,731 228,601,224 13.7

その他の企業債による収⼊ 0 0 0 0 −

その他の企業債の償還による支出 △ 1,054,083 △ 1,041,572 △ 1,024,928 △ 12,511 △ 1.2

他会計からの出資による収⼊ 98,446,919 93,006,796 86,053,234 5,440,123 5.8

294,088,189 1,517,259,353 1,253,316,575 △ 1,223,171,164 △ 80.6

資金増減額 △ 833,575,704 △ 1,362,718,982 3,215,446,117 529,143,278 38.8

資金期首残高 2,571,307,242 3,934,026,224 718,580,107 △ 1,362,718,982 △ 34.6

資金期末残高 1,737,731,538 2,571,307,242 3,934,026,224 △ 833,575,704 △ 32.4

対前年度
区分

合計

合計

合計

令和５年度 令和４年度 令和３年度
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